
様式第３号(裏面)　別紙

①氏名

② 経験年数 年 年 3か月 年 6か月

もにす認定特例 もにす認定特例

③

身体障害 身体障害

✔ 知的障害 知的障害

✔ 精神障害 ✔ 精神障害

①

②

③
社

④

⑤

⑥

⑦

⑧ 左記にある業務経験、仕組みの運
用管理の経験がある。また地域の
関係機関と企業のパイプを構築し
ております。

・左記にある、関係機関との関係
構築と推進の経験
・実施者は全国120法人のSVや
オーナー研修も行っていることか
ら、経営の課題発見や提案のノウ
ハウがある。
・また、NPO法人理事を行ってい
るためより解像度の高い促進がで
きる。

自社障害者雇用における、相談窓
口、および課題提案、実行まで一
連を行っている。

左記にある業務に従事し、社内外
での課題解決の経験がある。
支援経験の中で、マネジメント職
としても企業とやりとりしてきた
ため、経営陣に限らず、組織の現
場職員の課題把握にもたけてい
る。

左記にあるような、さまざまな職
種での雇用管理を実施した経験と
事業所での支援、サポート経験が
あることから障害者雇用者に適切
な職務内容の選定をすることがで
きます。

本法人で障害者雇用を含む、採用
担当者の経験があります。また管
理職経験もあることから、企業の
方針戦略、予算等から人事計画を
策定できる。

左記にある障害者雇用の採用業務
経験がある。またハローワーク及
び、地域の移行支援等の社会的リ
ソースと連携できる経験とスキル
を有しております。

左記にある業務に従事し、サポー
ト体制の構築が社内外で経験があ
る。

定期面談、リモート勤務、メン
ター制度、定期面談実施、社内
ホットライン、外部のホットライ
ン、地域の支援機関との連携、必
要に応じて、有識者の紹介、連携
構築等を行っている。

左記にある業務に従事しており、
仕組み構築に運用管理の経験があ
る。

左記にある業務に従事。

要件を多様な部署での管理経験
（店舗、食品工場、バックオフィ
ス）から、社内教育の経験があ
り。

事務職からエンジニア職など経
験、特性に合わせたスキルが発揮
できる職務を創出、現状は事務職
とエンジニア職の2職種を創出し
ております。

左記にある職種での募集、採用業
務を遂行しており、特性の種別に
よって募集職種を創出し幅広く募
集、採用活動を実施し、エンジニ
ア職を中心に2023年度は雇用創出
し、2名登用

将来的に障害者雇用率10％が目標
としており、障害者雇用の課題を
クリアするために特性に配慮した
職務の選定をし、障害者雇用を含
めた人員計画、採用を行ってい
る。

左記にある業務に従事し、障害者
雇用率10％の計画策定と、2023年
度6％から7％へ向上実績あり。
人事部門の責任者として、障害者
雇用を含む正社員採用業務と前法
人、本法人にて実施経験がありま
す。

適切な募集媒体や関係機関連携の
やり方を選択しており、様々な流
入経路の経験があります。また採
用ステップにおいての有識者の確
認と固定残業を0時間などの配慮
を追加しております

左記にある、適切な募集媒体の選
択（例：採用ホームページ、媒
体、ハローワークやトライアル雇
用を含む）の経験があります。過
去の人事経験から多様な採用手法
の経験をしております。

入社時のヒアリングにて、本人と
特性、自分でできる対処法、合理
的配慮と３つを分けて対処してい
る。定期面談の実施、リモート勤
務などの配慮をしたうえで、キャ
リアアップや職種選択の機会創出
をしている。

左記にある業務に従事し、
体制構築の経験があります。

社内の支援体制等
の環境整備

採用後の雇用管理
や職場定着等
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経営陣の理解促進

障害者雇用推進体
制の構築

社内での障害者雇
用の理解促進

当該事業所内にお
ける職務の創出・
選定

採用・雇用計画の
策定

具体的な一連の雇用管理に関する援助の業務または実務の経験

法人としての経験 事業運営責任者の経験 事業実施者の経験

求人の申込みに向
けた準備など募集
や採用活動の準備
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・関係団体への参画推進
・行政及び関係機関、有識者との
関係構築と連携機会を創出するこ
とで理解の促進を実施してまいり
ました。他社への実績としては約
120法人へのフランチャイズ展開
をし、障害者雇用の社会的意義の
理解と事業展開の促進の実績

前法人での障害者雇用の促進、と
管理責任者を経験し・左記にある
雇用促進、管理を実施、本法人に
おいても経営陣と障害者雇用含め
た人事戦略方針検討に参画した経
験

障害者雇用をするにあたり適した
職務内容の選定、人員計画、採用
作業の項目から定着支援までの一
貫したノウハウを提供と仕組み化
や管理者への必要スキルの取得推
進をします。また、自社が模範と
なるために、障害者雇用率約6％
以上を維持。もにす認定も2021年

前法人での障害者雇用の促進を
し、4.4%の実績、左記にある業務
に従事。
障害者雇用率の向上を本法人にお
いて計画から採用、定着の実施経
験あり、現状7％を向上させる目
標設定としている

障害者雇用の目的理解促進、社会
の現状理解を促進するとともに、
社会的意義や企業としてのメリッ
ト理解を広めるとともに、合理的
配慮についても理解を促進しま
す。
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